
はじめに
農村は、国民に不可欠な食料を安定供給する基盤

であるとともに、農業・林業などさまざまな産業が

営まれ、多様な地域住民が生活する場でもある。さ

らには国土の保全や水源の涵
かん

養
よう

など多面的機能が発

揮される場としての役割も果たしているため、その

振興を図ることが重要である。

わが国には少子高齢化・人口減少の波が押し寄せ

ており、農村地域も今後、非農業者を含めた人口の

減少や、存続が危ぶまれる集落の増加に直面する可

能性がある。その一方で、近年、若い世代を中心に

地方移住への関心が高まっており、農村の持つ価値

や魅力が再評価されている。

こうした中で、人口513人（令和５年11月末現在）

の遠軽町白滝地区で農業を営む江面暁人氏・陽子氏

夫妻（以下「江面夫妻」という）は、てん菜など42

ヘクタールを作付けする「えづらファーム」を経営

している（写真１、２）。同ファームは、畑作のみ

ならず農業の魅力を伝える多彩な取り組みで、世界

中から若い世代など年間数百人が訪れる。

本稿では、「人が集まる農場」を実現した江面夫

妻の人を引き付ける農業とそれらの発信に係る取り

組みについて報告する。
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特集：収益向上のためのさまざまな工夫

「人が集まる農場」として、農業の豊かさを発信
〜北海道遠軽町「えづらファーム」の取り組み〜

札幌事務所　石井　清栄

【要約】
　持続可能な農村を形成していくためには、地域づくりを担う人材の養成などが重要である。また、都市
住民も含め、農村地域の支えとなる人材の裾野を拡大していくためには、農的関係人口の創出・拡大や関
係の深化を図っていくことが必要である。
　こうした中で、江

え

面
づら

暁
あき

人
と

氏・陽子氏夫妻は平成24年に北海道で新規就農し、現在経営する「えづらファー
ム」では、てん菜やばれいしょなどを42ヘクタールの農地で生産するほか、農家民宿、住み込みボランティ
ア、企業研修やレストラン経営など多彩に活動し、農業の豊かさや魅力を積極的に発信している。
　以上の取り組みなどにより、人口513人の北海道遠軽町白滝地区にあるえづらファームには、世界中か
ら年間数百人が訪れる「人が集まる農場」となっている。

写真１　江面暁人氏、陽子氏

写真２　「えづらファーム」農場（上空から）
資料：江面夫妻提供



１　農村集落の現状と政府の 
取り組み

（１）農村集落の現状
「令和４年度食料・農業・農村白書」（以下「農業

白書」という）によると、令和２年の人口は、平成

27年に比べ都市で1.6％増加した一方で、農村では

5.9％減少であった。農村では生産年齢人口（15歳

～64歳）、年少人口（０～14歳）が大きく減少して

いるほか、総人口に占める老年人口（65歳以上）の

割合は、都市の25％に対して、農村が35％と、農

村は高齢化が進んでいることがうかがえる（図１）。

一方で、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

の影響が長期化した中、若い世代を中心に地方移住

への関心の高まりが見られる。

令和４年６月に内閣府が行った調査では、東京圏

在住で地方移住に関心があると回答した人の割合は

34.2％で、その割合は増加傾向にある。特に関心

のある人の割合は20歳代において45.2％と高く、

若い世代を中心に地方移住への関心が高まっている

ことがうかがえる（図２）。

（２）「農山漁村発イノベーション」の推進
農業白書によると、農山漁村の所得向上や雇用機

会の創出を図るため、農林水産省（以下「農水省」

という）は、従来、農村への産業の立地・導入を促

進するとともに、農業者が加工・販売などに取り組

む６次産業化の取り組みなどを推進してきた。

今後の農村施策の展開に当たっては、農業以外の

所得と合わせて一定の所得を確保できるよう、多様

な機会を創出していくことが重要であるため、従来

の６次産業化の取り組みを発展させ、「農山漁村発

イノベーション」を推進している（図３）。
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第第11節節  農農村村⼈⼈⼝⼝のの動動向向とと地地⽅⽅へへのの移移住住・・交交流流のの促促進進  

 
 
我が国の農村では、⾼齢化と⼈⼝減少が並⾏して進⾏する⼀⽅、近年、若い世代を中⼼5 

に地⽅移住への関⼼が⾼まっており、農村の持つ価値や魅⼒が再評価されています。また、
新型コロナウイルス感染症の影響の⻑期化により、ワーケーション1の取組が広がりを⾒せ
ています。 

本節では、農村⼈⼝の動向や地⽅移住の促進に向けた取組等について紹介します。 
 10 

((11))  農農村村⼈⼈⼝⼝のの動動向向  
((約約99割割がが農農村村地地域域のの持持つつ「「⾷⾷料料をを⽣⽣産産すするる場場ととししててのの役役割割」」をを重重視視))  

農村は、国⺠に不可⽋な⾷料を安定供給
する基盤であるとともに、農業・林業等様々
な産業が営まれ、多様な地域住⺠が⽣活す15 
る場でもあり、さらには、国⼟の保全や⽔
源の涵養

かんよう
等多⾯的機能が発揮される場と

しても重要な役割を果たしていることから、
その振興を図ることが重要です。 

令和3(2021)年6〜8⽉に内閣府が⾏った20 
世論調査によると、農村地域の持つ役割の
中で特に重要と考える役割として、「⾷料を
⽣産する場としての役割」を挙げた⼈の割
合が86.5%と最も⾼くなりました(図図表表
33--11--11)。農村地域が⾷料を安定供給する基25 
盤として認識されていることがうかがわれ
ます。 
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1 ワーク（仕事）とバケーション（休暇）を組み合わせたもので、リゾート地や帰省先等でパソコン等を使って仕事すること 
 

図表3-1-1 農村地域の持つ役割に対する意識 

資料：内閣府「農⼭漁村に関する世論調査」(令和3(2021)年10⽉公表)を
基に農林⽔産省作成 

注：1) 令和3(2021)年6〜8⽉に、全国18歳以上の⽇本国籍を有する者 
3千⼈を対象として実施した郵送とインターネットによるアン 
ケート調査(有効回収数は1,655⼈) 

  2) 「農村地域の持つ役割の中で、どのようなものが特に重要だと
思うか」の質問への回答結果(回答総数は1,655⼈、複数回答) 
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((農農村村ににおおいいてて⾼⾼齢齢化化とと⼈⼈⼝⼝減減少少がが並並⾏⾏ししてて進進⾏⾏))  
農村において⾼齢化と⼈⼝減少が並⾏

して進⾏しています。総務省の国勢調査に
よれば、令和2(2020)年の⼈⼝は、平成
27(2015)年に⽐べて都市1で1.6％増加した
のに対して、農村2では5.9％減少していま
す(図図表表33--11--22)。農村では⽣産年齢⼈⼝(15
〜64歳)、年少⼈⼝(14歳以下)が⼤きく減少
しているほか、総⼈⼝に占める⽼年⼈⼝
(65歳以上)の割合は、都市の25%に対して、
農村が35%となっており、農村における⾼
齢化が進んでいることがうかがわれます。 

 
 

 
 
 

((22))  ⽥⽥園園回回帰帰のの動動きき  
((若若いい世世代代をを中中⼼⼼ととししてて地地⽅⽅移移住住へへのの関関⼼⼼がが⾼⾼ままりり))  

新型コロナウイルス感染症の影響が⻑
期化する中、若い世代を中⼼に地⽅移住へ
の関⼼の⾼まりが⾒られます。 

令和4(2022)年6⽉に内閣府が⾏った調
査によると、東京圏在住者で地⽅移住に関
⼼があると回答した⼈の割合は34.2%で、
その割合は増加傾向となっています(図図表表
33--11--33)。特に、関⼼がある⼈の割合は20歳
代において45.2%と⾼く、若い世代を中⼼
に地⽅移住への関⼼が⾼まっていることが
うかがわれます。また、同調査において、
地⽅移住への関⼼がある理由としては、「⼈
⼝密度が低く⾃然豊かな環境に魅⼒を感じ
たため」、「テレワークによって地⽅でも同
様に働けると感じたため」と回答した⼈の
割合が⾼くなっています。 

  

 
1 本節では「都市」の⼈⼝を国勢調査における⼈⼝集中地区(DID)の⼈⼝で算出 
2 本節では「農村」の⼈⼝を国勢調査における⼈⼝集中地区以外の⼈⼝で算出 

図表3-1-2 農村・都市の年齢階層別⼈⼝ 

資料：総務省「国勢調査」を基に農林⽔産省作成 
注：国勢調査の⼈⼝集中地区(DID)を都市、⼈⼝集中地区以外を農村

としている。   
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図表3-1-3 地⽅移住への関⼼(東京圏在住者) 

資料：内閣府「第5回 新型コロナウイルス感染症の影響下における⽣活
意識・⾏動の変化に関する調査」(令和4(2022)年7⽉公表)を基に
農林⽔産省作成 

注：1) 令和4(2022)年6⽉に、全国の15歳以上の登録モニターを対象
としたインターネットによるアンケート調査(有効回答数は1
万56⼈) 

2) 東京圏在住者に対する「現在の地⽅移住への関⼼の程度」の質
問への回答結果(回答総数は3,144⼈) 

3)「参考(全年齢)」は「第2回 新型コロナウイルス感染症の影響
下における⽣活意識・⾏動の変化に関する調査」の数値 
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資料：農林水産省「令和４年度　食料・農業・農村白書」
　注：�国勢調査の人口集中地区（DID）を都市、人口集中地区以外を農村

としている。

図１　農村・都市の年齢階層別人口
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図表3-1-2 農村・都市の年齢階層別⼈⼝ 

資料：総務省「国勢調査」を基に農林⽔産省作成 
注：国勢調査の⼈⼝集中地区(DID)を都市、⼈⼝集中地区以外を農村

としている。   

11.3 10.9 10.7 5.5 4.9 4.3

55.9 53.7 52.8

25.1 22.6 20.1

18.0 21.0 22.2

11.2 12.5 13.1

86.1 86.9 88.3

41.9 40.2 37.9

0

25

50

75

100

平成
22年

(2010)
27

(2015)

令和
2

(2020)

平成
22年

(2010)
27

(2015)

令和
2

(2020)

年齢不詳
⽼年⼈⼝(65歳以上)
⽣産年齢⼈⼝(15〜64歳)
年少⼈⼝(0〜14歳)

都市(⼈⼝集中地区) 農村(⼈⼝集中地区以外)

(12%)

(60%)

(25%)

(11%)

(53%)

(35%)

百万⼈

(31%)(27%)

(56%)(60%)

(12%)(13%)(13%)(13%)

(62%)(65%)
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図表3-1-3 地⽅移住への関⼼(東京圏在住者) 

資料：内閣府「第5回 新型コロナウイルス感染症の影響下における⽣活
意識・⾏動の変化に関する調査」(令和4(2022)年7⽉公表)を基に
農林⽔産省作成 

注：1) 令和4(2022)年6⽉に、全国の15歳以上の登録モニターを対象
としたインターネットによるアンケート調査(有効回答数は1
万56⼈) 

2) 東京圏在住者に対する「現在の地⽅移住への関⼼の程度」の質
問への回答結果(回答総数は3,144⼈) 

3)「参考(全年齢)」は「第2回 新型コロナウイルス感染症の影響
下における⽣活意識・⾏動の変化に関する調査」の数値 
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資料：農林水産省「令和４年度　食料・農業・農村白書」
注１：�令和４（2022）年６月に、全国の15歳以上の登録モニターを

対象としたインターネットによるアンケート調査（有効回答数は
１万56人）。

注２：�東京圏在住者に対する「現在の地方移住への関心の程度」の質問
への回答結果（回答総数は3,144人）。

注３：�「参考（全年齢）」は「第２回�新型コロナウイルス感染症の影響下
における生活意識・行動の変化に関する調査」の数値。

図２　地方移住への関心（東京圏在住者）



この事例の一つとして、「農泊」が挙げられるが、

令和３年度の農泊地域の延べ宿泊者数は、前年度に

比べ約58万人泊増加し約448万人泊となった。こ

のうち、訪日外国人旅行者の延べ宿泊者数は前年度

に比べ約１万人減となった（図４）。

このような農泊地域の宿泊者数増加は、都市住民

が農山漁村での仕事に関わるきっかけとなり、最終

的には就農するために農山漁村に生活の拠点を移す

といったケースも想定され、農山漁村の振興にもつ

ながる可能性がある。

農水省は、農山漁村に関係する人口である「農的

関係人口」の創出・拡大や関係の深化に向け、農山

漁村におけるさまざまな活動に都市部等地域外から

の多様な人材が関わる機会を創出する取り組みや、

多世代・多属性の人々が交流・参画する場の導入な

どを推進している（図５）。

（３）地域（農村）を支える体制・人材づくり
農業白書によると、令和３年６～８月に内閣府が

行った世論調査では、農業の停滞や過疎化・高齢化

などにより活力が低下した農村地域に対して、約７

割が「そのような地域（集落）に行って協力してみ

たい」と回答している。

一方で、その大部分は、「機会があればそのよう

な地域に行って協力してみたい」との回答から、地

域の支えとなる人材の裾野を拡大していくために

は、農業・農村への関心の一層の喚起と併せて、関

心を持つ人に対して実際に農村に関わる機会を提供

することが重要である（図６）。
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図３　農山漁村発イノベーションの概念図
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第第44節節  農農村村ににおおけけるる所所得得とと雇雇⽤⽤機機会会のの確確保保  

 
 
農⼭漁村を次の世代に継承していくためには、6次産業化1等の取組に加え、他分野との5 

組合せにより農⼭漁村の地域資源をフル活⽤する「農⼭漁村発イノベーション」の取組に
より農村における所得と雇⽤機会の確保を図ることが重要です。 

本節では6次産業化、農泊2、農福連携等の農⼭漁村発イノベーションの取組やバイオマ
ス3・再⽣可能エネルギーの活⽤を図る取組等について紹介します。 

 10 
((11))  農農⼭⼭漁漁村村発発イイノノベベーーシショョンンのの推推進進  
((66次次産産業業化化のの取取組組をを発発展展ささせせたた農農⼭⼭漁漁村村発発イイノノベベーーシショョンンをを推推進進))  

農⼭漁村における所得向上や雇⽤機会の
創出を図るため、農林⽔産省は、従来、農村
への産業の⽴地・導⼊を促進するとともに、15 
農業者が加⼯・販売等に取り組む6次産業化
の取組等を推進してきました。 

今後の農村施策の展開に当たっては、農業
以外の所得と合わせて⼀定の所得を確保でき
るよう、多様な機会を創出していくことが重20 
要であることから、従来の6次産業化の取組
を発展させ、農林⽔産物や農林⽔産業に関わ
る多様な地域資源を活⽤し、観光・旅⾏や福
祉等の他分野と組み合わせて新事業や付加価
値を創出する「農⼭漁村発イノベーション」25 
の取組を推進しています(図図表表33--44--11)。 

その推進に当たっては、農林漁業者や地元
企業等多様な主体の連携を図りつつ、商品・
サービス開発等のソフト⽀援や施設整備等の
ハード⽀援を⾏うとともに、全国及び都道府30 
県段階に設けた農⼭漁村発イノベーションサポートセンターを通じて、取組を⾏う農林漁
業者等に対する専⾨家派遣等の伴⾛⽀援や都市部の起業家とのマッチング等を⾏っていま
す。 

令和4(2022)年10⽉に施⾏された改正農⼭漁村活性化法4の下、農⼭漁村発イノベーショ
ン等に必要な事業が円滑に実施できるよう、施設整備等に当たっての農地転⽤等の⼿続を35 
迅速化しました。また、令和7(2025)年度までにモデル事例を300創出することを⽬標とし
ており、現場の優良事例を収集し、全国への横展開等を図ることとしています(図図表表33--44--22)。 

 
1 ⽤語の解説(1)を参照 
2 ⽤語の解説(1)を参照 
3 ⽤語の解説(1)を参照 
4 正式名称は「農⼭漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律の⼀部を改正する法律」 

図表3-4-1 農⼭漁村発イノベーションの 
概念図 

資料：農林⽔産省作成 
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○ 農⼭漁村のあらゆる地域資源をフル活⽤した取組を⽀援
○ 他産業起点の取組など他分野との連携を⼀層促進

農⼭漁村発
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

バイオマス

文化・歴史

農地・林地

農業遺産
かんがい施設遺産

自然

景観

歴史的建物

野生鳥獣多様な農⼭漁村
の地域資源

情報通信
観光・旅行

福祉

教育

芸術

スポーツ

健康医療

エネルギー

アウトドア

イベント

多様な事業分野

農村マルチワーカー

農的関係人口

地元企業
ベンチャー企業

研究機関

農村ＲＭＯ

多様な事業主体

これまでの
６次産業化

多様な × × で
新事業を創出
資源 分野 主体

古民家・空家
廃校

農林水産物

農林漁業者

加工販売

       

 

 
 

 
 
 
 
 
 

観観光光資資源源ととししててもも活活⽤⽤すするる  
管管理理さされれたた⽵⽵林林  

資料：株式会社ワカヤマファーム 

((事事例例))  農農業業とと観観光光のの相相乗乗効効果果にによよりり多多⾓⾓的的ななビビジジネネススをを展展開開((栃栃⽊⽊県県))  

たたけけののここ・・くくりりのの  
66次次産産業業化化商商品品をを販販売売  

資料：株式会社ワカヤマファーム 

図表 3-4-2 農⼭漁村発イノベーションの事例 

ききょょななんん株株式式会会社社((千千葉葉県県鋸鋸南南町町))
地元農家の農林⽔産物や景観資源の桜剪
定枝を活⽤し、クラフトビールや桜燻製
⾁を製造・販売。また、観光事業者と連
携し、海岸を活⽤した「海とサウナ」等
新たな滞在型観光コンテンツを開発

農農産産物物 加加⼯⼯販販売売、、観観光光 農農業業者者、、地地元元企企業業×× ××

紀紀のの⾥⾥農農業業協協同同組組合合((和和歌歌⼭⼭県県紀紀のの川川市市))
農協の⼤型農産物直売施設を拠点に、
⾷の重要性等を伝える活動を推進。
⽶・野菜づくりの体験等、多彩なプ
ログラムを取りそろえた体験交流事
業を展開

農農産産物物、、直直売売所所 加加⼯⼯販販売売、、観観光光 農農協協×× ××

資料：農林⽔産省作成 

株株式式会会社社フフォォレレスストトーーリリーー((⻑⻑野野県県諏諏訪訪市市))
森林所有者に活⽤されていない森林を
借りてサバイバルゲームのフィールドを
構築し、サバイバルゲームのイベントを
開催。参加料の⼀部を森林所有者に還元
し森林管理に充当

森森林林 ススポポーーツツ ベベンンチチャャーー企企業業×× ××

 
栃⽊県宇都宮市

う つ の み や し
の農業法⼈である株式会社ワカヤマファームで

は、⽵林やたけのこ等の地域資源を有効に活⽤しながら観光事業
等の多⾓的なビジネスを展開しています。 

同社は、24haの圃場でたけのこ等の⽣産や⽵苗の育種・販売、
近代都市空間における⽵植栽の啓蒙を⾏っています。また、市街
地近郊に管理された⽵林が残存する希少性により、映画やCMの撮
影地となったことを契機に、⽵林への訪問者が増えたため、平成
29(2017)年に農場の⼀部を公開し、⼊場料収⼊による観光事業を
開始しました。⼊場者数は年々増加し、平成28(2016)年の4千⼈か
ら令和4(2022)年は8万⼈に増加しました。 

観光事業と併せて、たけのこ・くりの農産物加⼯品の開発・販
売にも取り組んでおり、観光客向けに販売する農産物加⼯品(他社
から仕⼊れた農産物加⼯品を含む)の販売⾦額は、平成28(2016)年
の270万円から令和4(2022)年の3,400万円に増加しました。また、
観光客の増加が従業員の⽵林管理の作業意欲の向上につながるな
ど、好調な観光事業が農業にも良い影響を与えています。 

同社は、ハンモックテントを活⽤した⽵林キャンプや国産メン
マの開発にも取り組んでおり、更なる観光客や農産物加⼯品販売
の増加を図りつつ、今後は⾃社製⾷材を活⽤した農家レストラン
の展開も計画しています。 
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資料：農林水産省「令和４年度　食料・農業・農村白書」
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((農農⼭⼭漁漁村村のの活活性性化化にに向向けけたた起起業業をを後後押押しし))  
若い世代を中⼼とした地⽅移住への関⼼の⾼まりに加えて、地域の課題に対してビジネ

スの⼿法を取り⼊れることで解決を図り、持続可能な農⼭漁村を⽬指す取組も⾒られます。 
このような取組を広く展開するため、農⼭漁村における起業促進プラットフォームであ

る「INACOME
イ ナ カ ム

」では、地域資源を活⽤した多様なビジネスの創出を促進することを⽬的5 
として、起業家間での情報交換を通じたビジネスプランの磨き上げや課題を抱える地域と
起業家のマッチング、ビジネスプランコンテスト等を実施しています。 

 
 
 10 
 
 
 

((66次次産産業業化化にによよるる農農業業⽣⽣産産関関連連事事業業のの年年間間総総販販売売⾦⾦額額はは約約22..11兆兆円円))  
6次産業化に取り組む農業者等による加15 

⼯・直売等の販売⾦額は、近年横ばい傾向
で推移しています。令和3(2021)年度の農
業⽣産関連事業の年間総販売⾦額は、農産
加⼯等の増加により前年度に⽐べ337億円
増 加 し 2 兆 666 億 円 と な り ま し た (図図表表20 
33--44--33)。 

地域の農林漁業者が、農産物等の⽣産に
加え、加⼯・販売等に取り組み、新たな価
値を⽣み出す6次産業化の取組も引き続き
進んでおり、六次産業化・地産地消法1に基25 
づく総合化事業計画2認定件数の累計は、令
和4(2022)年度末時点で2,630件となりま
した。 

 
((農農村村へへのの産産業業のの⽴⽴地地・・導導⼊⼊をを促促進進))  30 

農林⽔産省では、農業と産業の均衡ある発展と雇⽤構造の⾼度化に向けて、農村地域へ
の産業の⽴地・導⼊を促進するため、農村産業法3に基づき、都道府県による導⼊基本計画、
市町村による導⼊実施計画の策定を推進するとともに、税制等の⽀援措置の積極的な活⽤
を促しています。 

令和4(2022)年3⽉末時点の市町村による導⼊実施計画に位置付けられた計画⾯積は約135 
万7,900haであり、同計画において、産業を導⼊すべき地区として定められた産業導⼊地区
における企業⽴地⾯積は全国で約1万3,700ha、操業企業数は6,815社、雇⽤されている就業
者は約46万⼈となっています。 

 
1  正式名称は「地域資源を活⽤した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林⽔産物の利⽤促進に関する法律」 
2  六次産業化・地産地消法に基づき、農林漁業経営の改善を図るため、農林漁業者等が農林⽔産物や副産物(バイオマス等)の⽣産と

その加⼯⼜は販売を⼀体的に⾏う事業活動に関する計画 
3  正式名称は「農村地域への産業の導⼊の促進等に関する法律」 

起起業業促促進進ププララッットトフフォォーームム「「IINNAACCOOMMEE」」  
URL：https://inacome.jp/ 

図表3-4-3 農業⽣産関連事業の年間総販売⾦額 

資料：農林⽔産省「6次産業化総合調査」 
注：「その他」は、観光農園、農家⺠宿、農家レストランの合計 
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((22))  農農泊泊のの推推進進  
((農農泊泊地地域域のの宿宿泊泊者者数数はは前前年年度度にに⽐⽐べべ5588万万⼈⼈泊泊増増加加))  

農泊とは、農⼭漁村において農家⺠宿や古⺠家等に滞在し、我が国ならではの伝統的な
⽣活体験や農村の⼈々との交流を通じて、その⼟地の魅⼒を味わってもらう農⼭漁村滞在
型旅⾏のことです。農林⽔産省は、令和4(2022)年度末までに全国621の農泊地域1を採択5 
し、これらの地域において、宿泊、⾷事、体験に関するコンテンツ開発等、農泊をビジネ
スとして実施できる体制の構築等に取り組んでいます。 

令和3(2021)年度における農泊地域の延
べ宿泊者数は、前年度に⽐べ約58万⼈泊増
加し約448万⼈泊となりました。このうち、10 
訪⽇外国⼈旅⾏者の延べ宿泊者数は前年度
に⽐べ減少し約1万⼈泊となりました(図図表表
33--44--44)。 

新型コロナウイルス感染症の影響が⻑期
化する中、ワーケーションや近隣地域への15 
旅⾏(マイクロツーリズム)といったニーズ
が顕在化しており、農泊地域では、そのよ
うなニーズに対応した多様な取組が⾏われ
ています。 

農林⽔産省では、新型コロナウイルス感20 
染症の収束後を⾒据えたコンテンツの磨き
上げを⽀援するなど、引き続き安全・安⼼
な旅⾏先としての農泊の需要喚起に向けた
取組を展開しています。 
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1 農⼭漁村振興交付⾦(農泊推進対策)を活⽤した地域 

図表3-4-4 農泊地域の延べ宿泊者数 

資料：農林⽔産省作成 
 注：1) [ ]内は、各年度までに採択した農泊地域数 

2) 延べ宿泊者数は、各年度中に採択した農泊地域を対象とし
た数値 
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「「農農泊泊」」のの推推進進ににつついいてて  
  URL：https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/nouhakusuishin/nouhaku_top.html 
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図４　農泊地域の延べ宿泊者数

資料：農林水産省�「令和４年度　食料・農業・農村白書」
注１：［　］内は、各年度までに採択した農泊地域数。
注２：延べ宿泊者数は、各年度中に採択した農泊地域を対象とした数値。

 

 

 
 

((⼦⼦供供のの農農林林漁漁業業体体験験をを後後押押しし))  
農林⽔産省を含む関係府省は、⼦供が農⼭漁村に宿泊し、農林漁業の体験や⾃然体験活

動等を⾏うことで、⼦供たちの学ぶ意欲や⾃⽴⼼、思いやりの⼼等を育む「⼦ども農⼭漁
村交流プロジェクト」を推進しています。この取組の中で、農林⽔産省は、都市と農⼭漁
村の交流を促進するための取組や交流促進施設等の整備に対する⽀援等を⾏っています。 

 
((33))  多多様様なな⼈⼈材材のの活活躍躍にによよるる地地域域課課題題のの解解決決  
((「「半半農農半半XX」」のの取取組組がが広広ががりり))  

農業・農村への関わり⽅が多様化する中、都市から農村への移住に当たって、⽣活に必
要な所得を確保する⼿段として、農業と別の仕事を組み合わせた「半農半X」の取組が広
がりを⾒せています。 

半農半Xの⼀⽅は農業で、もう⼀⽅の「X」に当たる部分は会社員や農泊運営、レストラ
ン経営等多種多様です。Uターンのような形で、本⼈⼜は配偶者の実家等で農地やノウハ
ウを継承して半農に取り組む事例や、⾷品加⼯業、観光業等、様々な仕事を組み合わせて
通年勤務するような事例も⾒られています。 

農林⽔産省では、⼈⼝急減地域特
定地域づくり推進法1の活⽤を含め、
半農半Xを実践する者等の増加に向
けた⽅策を、関係府省等と連携しな
がら推進していくこととしています。 

 
1 正式名称は「地域⼈⼝の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律」 

図表3-7-4 農村への関与・関⼼の深化のイメージ図 

資料：⼩⽥切徳美 明治⼤学教授の資料を基に農林⽔産省作成 

特特定定地地域域づづくくりり事事業業協協同同組組合合制制度度のの活活⽤⽤((農農林林⽔⽔産産省省))  
URL：https://www.maff.go.jp/j/nousin/tokutei-chiiki-dukuri/index.html 

 

 

 
 

((地地域域おおここしし協協⼒⼒隊隊のの隊隊員員数数はは前前年年度度にに⽐⽐べべ増増加加))  
令和4(2022)年度の「地域おこし協⼒隊」

の 隊 員 数 は 前 年 度 に ⽐ べ 432 ⼈ 増 加 し
6,447⼈となっています(図図表表33--77--55)。都市
地域から過疎地域等に⽣活の拠点を移した
隊員は、全国の様々な場所で地場産品の開
発、販売、PR等の地域おこしの⽀援や、農
林⽔産業への従事、住⺠の⽣活⽀援等の地
域協⼒活動を⾏いながら、その地域への定
住・定着を図る取組を⾏っています。 

総務省は、地域おこし協⼒隊の推進に取
り組む地⽅公共団体に対して、必要な財政
上の措置を⾏うほか、都市住⺠の受⼊れの
先進事例等の調査等を⾏っています。 

また、農⼭漁村地域でビジネス体制の構

派派遣遣職職員員のの年年間間ススケケジジュューールル例例（（東東成成瀬瀬村村地地域域づづくくりり事事業業協協同同組組合合））  

((ココララムム))  地地域域づづくくりり⼈⼈材材ととししててママルルチチワワーーカカーーがが活活躍躍すするる場場がが広広ががりり  
地域⼈⼝の急減に直⾯している地域においては、「事業者単位で⾒ると年間を通じた仕事がない」、

「安定的な雇⽤環境や⼀定の給与⽔準を確保できない」といった状況が⾒られ、そうした課題が⼈⼝
流出の要因やUIJターンの障害にもなっています。 

こうした中、地域を⽀える⼈材を確保し、地域の活性化につなげるため、⼈⼝急減地域特定地域づ
くり推進法に基づき、季節ごとの労働需要等に応じて複数事業者の事業に従事するマルチワーカー
(地域づくり⼈材)の労働者派遣事業等を⾏う特定地域づくり事業協同組合の設⽴が全国的に広がっ
ています。 

特定地域づくり事業協同組合制度は、農林⽔産業の現場においても活⽤されており、農林⽔産省と
しても活⽤事例の紹介を⾏うなど、農⼭漁村地域への活⽤を推進しています。 

例えば秋⽥県東成瀬村
ひがしなるせむら

の東成瀬村
ひがしなるせむら

地域づくり事業協同組合では、冬期はスキー場に、冬期以外は農
業法⼈や農産加⼯所、宿泊施設に職員として派遣することにより、同村での通年雇⽤の場の創出や事
業者の繁忙期の⼈⼿不⾜の解消等を図っています。 

資料：農林⽔産省作成 
 
また、⿅児島県和泊町

わどまりちょう
及び知名町

ち な ち ょ う
のえらぶ島

しま
づくり事業協同組合

では、繁忙期に⼈⼿が⾜りない⽣産現場に職員として派遣することに
より、U・Iターン者等の安定雇⽤の場の創出や、農業分野での⼈⼿不
⾜の解消等を図っています。 

本制度を活⽤することで、安定的な雇⽤環境等の確保や⼈⼿不⾜の
解消等の地域課題の解決を図るほか、「半農半Ｘ」等の多様なライフ
スタイルの実現につながること等が期待されています。 

経経営営主主とと共共にに作作業業すするるママルルチチ
ワワーーカカーーととししてて派派遣遣さされれたた職職員員  

資料：えらぶ島づくり事業協同組合 

図表3-7-5 地域おこし協⼒隊の隊員数 

資料：総務省「令和4年度地域おこし協⼒隊の隊員数等について」(令和
5(2023)年4⽉公表) 
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資料：農林水産省「令和４年度　食料・農業・農村白書」

図５　農村への関与・関心の深化のイメージ図



こうした中で、これまで農村を支える体制・人材

づくりに寄与してきた地方公共団体職員、特に農林

水産部門の令和４年の職員数（７万8852人）は、

平成17年（10万2887人）と比較して２割以上減

少した。

農水省は、地域への愛着と共感を持ち、地域住民

の思いをくみ取りながら、地域の将来像やそこで暮

らす人々の希望の実現に向けてサポートする「農村

プロデューサー」の人材を育成するため、令和３年

度から「農村プロデューサー養成講座」を開催し、

令和５年３月末時点で146人が受講している。

２　えづらファームの取り組み
（１）遠軽町について

えづらファームのある遠軽町は、北海道の北東部、

オホーツク管内のほぼ中央、内陸側に位置し（図７）、

面積は1332.45平方キロメートルと、市町村とし

ては全国第９位の広さである。

なお、遠軽町白滝地区の年間の気象条件について

は、図８を参照されたい。

（２）遠軽町の農業
農水省統計情報「わがマチ・わがムラ」によると、

遠軽町の総農家戸数は115戸（令和２年）、耕地面

積は7700ヘクタール（令和４年）であり、農業産

出額は令和３年推計で54億5000万円であった。

作付けされている農作物の作付面積、収穫量など

については、表１の通り。

17砂糖類・でん粉情報2024.2

資料：遠軽町ホームページ

図７ 遠軽町の位置図７　遠軽町の位置

資料：遠軽町ホームページ
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資料：気象庁

図８　遠軽町（白滝地区）の降水量および平均気温
（令和４年）

 

 

ットワークの構築を⽀援しており、有識者によるオンライン講演を開催するなど、ネット
ワークの活性化に取り組むこととしています。 

また、農林⽔産省は、農⼭漁村の現場で地域づくりに取り組む団体や市町村等を対象に
相談を受け付け、取組を後押しするための窓⼝である「農⼭漁村地域づくりホットライン」
を本省を始め、全国の地⽅農政局等や地域拠点に開設しています。令和4(2022)年度には、
市町村や企業、地域住⺠等から105件の相談が寄せられています。 

さらに、農林⽔産省は、全国の地域拠点に、現場と農政を結ぶ地⽅参事官室を配置し、
農政の情報を伝えるとともに、現場の声をくみ上げ、地域と共に課題を解決することによ
り、農業者等の取組を後押ししています。 

 

 
 

((22))  関関係係⼈⼈⼝⼝のの創創出出・・拡拡⼤⼤やや関関係係のの深深化化をを通通じじたた地地域域のの⽀⽀ええととななるる⼈⼈材材のの裾裾
野野のの拡拡⼤⼤  

((約約77割割がが農農村村地地域域へへのの協協⼒⼒にに関関⼼⼼をを持持つつとと回回答答))  
令和3(2021)年6〜8⽉に内閣府が⾏った

世論調査によると、農業の停滞や過疎化・
⾼齢化等により活⼒が低下した農村地域に
対して、約7割が「そのような地域(集落)
に⾏って協⼒してみたい」と回答していま
す(図図表表33--77--33)。 

⼀⽅で、その⼤部分は、「機会があればそ
のような地域(集落）に⾏って協⼒してみた
い」との回答であるため、地域の⽀えとな
る⼈材の裾野を拡⼤していくためには、農
業・農村への関⼼の⼀層の喚起と併せて、
関⼼を持つ⼈に対して実際に農村に関わる
機会を提供することが重要となっています。 

 
 

  

農農⼭⼭漁漁村村地地域域づづくくりりホホッットトラライインン  
URL：https://www.maff.go.jp/j/nousin/hotline/index.html 

図表3-7-3 農業・農村地域への関わりに対する
意識 

資料： 内閣府「農⼭漁村に関する世論調査」(令和3(2021)年10⽉公表)
を基に農林⽔産省作成  

注： 1) 令和3(2021)年6〜8⽉に、全国18歳以上の⽇本国籍を有する
者3千⼈を対象として実施した郵送とインターネットによる
アンケート調査(有効回収数は1,655⼈) 

2) 「農村地域に対してどのように関わりたいか」の質問への回
答結果 

4.6%

68.3%23.9%

3.3%

協⼒したい
とする者
72.9% 

無回答
地域のことは地域
で⾏うべきであり
協⼒したいとは思
わない

機会があればその
ような地域(集落)
に⾏って協⼒して
みたい

積極的にそのよう
な地域(集落)に⾏っ
て協⼒したい

 

 

 

 
 

((農農的的関関係係⼈⼈⼝⼝のの創創出出・・拡拡⼤⼤やや関関係係のの深深化化をを図図るる取取組組をを推推進進))  
農的関係⼈⼝については、「農⼭漁村への関⼼」や「農⼭漁村への関与」の強弱に応じて

多様な形があると考えられ、段階を追って徐々に農⼭漁村への関わりを深めていくことで、
農⼭漁村の新たな担い⼿へとスムーズに発展していくことが期待されます。しかしながら、
同時に、こうした農⼭漁村への関わり⽅やその深め⽅は、⼈によって多様であることから、
その裾野の拡⼤に向けては複線型のアプローチが重要となっています(図図表表33--77--44)。 

例えば農泊1や農業体験により農⼭漁村に触れた都市住⺠が、援農ボランティアとして農
⼭漁村での仕事に関わるようになり、⼆地域居住を経て、最終的には就農するために農⼭
漁村に⽣活の拠点を移すといったケースも想定されます。 

農林⽔産省は、農⼭漁村の関係⼈⼝である「農的関係⼈⼝」の創出・拡⼤や関係の深化
に向けて、農⼭漁村における様々な活動に都市部等地域外からの多様な⼈材が関わる機会
を創出する取組や、多世代・多属性の⼈々が交流・参画する場であるユニバーサル農園2の
導⼊等を推進しています。 

 

 
1 ⽤語の解説(1)を参照 
2 第3章第4節を参照 

 
茨城県笠間市

か さ ま し
上郷
かみごう

地区では、豊かな⾃然環境を活かした「酒⽶⽥んぼの
オーナー制度」により、都市住⺠等が環境保全型農業に取り組む農業者や
地域全体を応援することにつなげています。 

三⽅を⼭に囲まれた豊かな⾃然環境を有する同地区では、農薬の使⽤量
を地区全体で減らすことにより、⾃然環境に配慮した農業に取り組んでい
ます。いばらき ⾷

しょく
と農

のう
のブランドづくり協議会

きょうぎかい
は、環境保全型農業に取り

組む農業者や地域全体を応援するため同制度を実施しています。 
参加するオーナーは、会費を⽀払うことにより、⾃ら栽培に携わった⽶

で作るオリジナルの純⽶酒を受け取ることが可能となっています。また、
⽥植え・収穫等の農作業や⽣きもの⽥んぼ鑑定会、酒蔵での酒造りの⼯程
⾒学等のイベントに参加することにより、地域への関わりを深めています。

同地区では、取組の継続により、環境
保全型農業の進展を通じた⾃然環境の
保全や農的関係⼈⼝の拡⼤による地区
の活性化を図っており、今後とも地域の
持続的な維持・発展につなげていくこと
を⽬指しています。 

オオーーナナーーややそそのの家家族族等等  
がが参参加加すするる⽥⽥植植ええ  

資料：いばらき⾷と農のブランドづくり
協議会 

((事事例例))  「「酒酒⽶⽶⽥⽥んんぼぼののオオーーナナーー制制度度」」をを通通じじてて関関係係⼈⼈⼝⼝をを創創出出((茨茨城城県県))  

オオーーナナーーがが受受けけ取取るる  
オオリリジジナナルル純純⽶⽶酒酒  

資料：いばらき⾷と農のブランド
づくり協議会 
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資料：農林水産省「令和４年度　食料・農業・農村白書」
注１：�令和３（2021）年６～８月に、全国18歳以上の日本国籍を有す

る者３千人を対象として実施した郵送とインターネットによるア
ンケート調査（有効回収数は1,655人）。

注２：�「農村地域に対してどのように関わりたいか」の質問への回答結果。

図６　農業・農村地域への関わりに対する意識



（３）江面夫妻の新規就農
ア　新規就農の経緯
暁人氏は、就農以前は東京で勤務しており、勤め

続ける中で家族との時間をより大切にしたいと考え

るようになった。高校生まで暮らしていた北海道の

広大な自然と、そこで体を動かした楽しさを思い出

して、自分の目指す「ワークライフバランス」を実

現するため、北海道での就農を決意した。また、農業

に将来性やビジネスチャンスを感じていたという。

陽子氏は横浜で勤務していたが、暁人氏とともに

農業を行うことを快諾し、結婚式の翌日に二人で北

海道に移住した。陽子氏は北海道で農業を行うこと

は、不安よりも期待の方が大きかったという。

イ　就農前研修
就農前に、畑作農家において北見市で１年、遠軽

町で２年の研修を行った。江面夫妻によれば、「今

までの仕事より身体を使う分、大変だった部分もあ

るが、それよりも明るいうちに家に帰れることや、

家族と過ごせる時間が多く、人間らしい生活を送る

ことができて嬉しかった」という。

毎日「作業日誌」をつけ、どの時期にどのような

作業を行ったのか、労働時間や使用した農具、農業

用機械の状況など、独立を見据えて記録した。作業

日誌は、今でも見返し、毎年の作業見通しを立てる

上で大いに役立っているとのことである。

ウ　第三者継承
２年間研修を行った遠軽町白滝地区の畑作農家か

ら、機械、土地および家屋一式を有償譲渡で第三者

継承した。江面夫妻によれば、２年での継承は他の

事例と比較して早かったとのことであった。

第三者継承のメリットとしては、移譲者の経営ノ

ウハウを継承（習得）できることから、経営方法を

踏襲すれば、同程度の収入を得られる点を挙げた。

ノウハウを継承できたので、独立後はすぐに生活費

を確保でき、安定した収入があるので初期投資を行

うことが可能となった。

デメリットとしては、移譲者との並走期間が長く

なると人間関係の維持が難しくなることなどが挙げ

られるが、移譲者が非常に良い人だったので、その

ようなことはなかった。

（４）てん菜作付面積および作付け状況など
えづらファームのてん菜作付面積などの概要につ

いては、以下の通り。

ア　経営の開始時期
平成24年４月

イ　農地面積
42ヘクタール
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表１　遠軽町の農作物収穫量など（令和３年）
（単位 作付面積：ha、収穫量：トン、収量：kg）

種類 作付面積 収穫量 10アール当たり収量

小麦 718.5 3,430.4 477.5

てん菜 191.4 8,895.9 4,648.8

ばれいしょ 60.7 1,561.7 2,573.7

かぼちゃ 21.4 317.7 1,484.6

しそ油 60.1 1.5 2.5

スイートコーン 99.2 1,085.1 1,094.4

アスパラ 1.1 11.1 1,000.9

ブロッコリー 9.0 42.6 471.0

牧草 3,022.9 81,382.4 2,692.2

飼料用トウモロコシ 1,225.4 58,931.3 4,809.3

資料：遠軽町「令和４年度遠軽町�町勢要覧資料編」に基づき農畜産業振興機構作成



ウ　労働力
江面夫妻、パート１人

住み込みボランティア（大学生など）年間約50人

エ　栽培品目
栽培品目は表２の通り。

オ　てん菜の作付け状況
てん菜の作付け状況などは表３、写真３の通り。

なお、輪作体系は「小麦→てん菜→ばれいしょ→

スイートコーン」の順で実施。

カ　直
ちょく

播
はん

栽培への取り組み
直播栽培を導入して３年目となる。今後、直播の

品質が安定すれば、直播の割合を現在の60％から

さらに高めたい（最終的には100％を目標）が、品

質的に移植の方が良い部分もあるので、今後のてん

菜を取り巻く状況を見ながら対応していきたいと考

えている。

キ　生産性向上の取り組み
早期定植・早期播

は

種
しゅ

については、白滝地区で一番

か二番の早さである。土壌分析を毎年行っており、

分析結果に基づいてライムケーキや石灰、マグネシ

ウムなどを投入し、堆肥の投入なども行っている。

また、生産者同士で情報交換を行っており、具体的

には、現場で苗を移植して活着したタイミングで農

業改良普及センターや農協、製糖会社と一緒に各農

場の生産状況を共有している。

ク　低コスト化の取り組み
肥料会社と相談しながら、肥料を安いものに変え

ている。この地域は火山灰の土壌でやせていること

もあり、減肥がなかなかできないのが現状である。

ケ　昨年の夏季の高温の影響など
前半は比較的順調な生育であったが、夏季の高温

により褐
かっ

斑
ぱん

病（注１）が一部発生した。当農場ではヨト

ウムシ（注２）などの害虫の被害が大きかった。当農場

のてん菜糖度は表３の通りであるが、他の地域は糖

度が低くなっている（10％台もある）と聞いている。

（注１）�葉に病斑が発生し、進行すると病斑が拡大して葉が枯死
に至る病害。根中糖分が上昇する生育後期に病気が進行
することが多いため、根中糖分に影響を与えることが多い。

（注２）�ヨトウガの幼虫が「ヨトウムシ」と呼ばれ、多食性でほ
とんどの植物を食害する。
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表２　栽培品目（てん菜を除く）

品目 面積（ha）
（令和５年）

10アール当たり生産量
（トン、令和５年見込み）

小麦 20.13 0.6
ばれいしょ 8.37 3.8
スイートコーン 2.79 1.4
ブロッコリー 0.25 -
合計 31.54 -

資料：暁人氏からの聞き取りに基づき農畜産業振興機構作成

表３　てん菜の作付け状況など（令和５年度）
作付面積（ha） 10.77

生産量（見込み、トン） 693

単収（10アール当たり、トン） 6.4

糖度（％） 15.5

直播の割合（％） 60

資料：暁人氏からの聞き取りに基づき農畜産業振興機構作成

資料：江面夫妻提供
写真３　てん菜畑の様子



（５）農家民宿
農家民宿を始めたきっかけは、地域のウィンター

スポーツの関係者から宿泊先を確保したいという話

があったことである（写真４）。自宅として譲り受

けた家が親子三代で住んでいたこともあり、部屋が

多くあるので、何か有効活用できないかと考え、北

海道の自然の豊かさや農業の楽しさを他者と共有し

たいと思ったのが始まりであった。

民宿経営については、自分たちの行える範囲で

徐々に進めてきたことから、あまり苦労は感じてい

ないが、経営開始当初は、「おもてなしをしなけれ

ばならない」と肩に力が入っていたという。しかし、

宿泊者が求めているのは、「質の高い接客」ではなく、

「飾らない農家の暮らし」であることに気付いてか

らは、自然体で接するようになった。

また、宿泊中などに行うさまざまな農業体験プロ

グラム（表４）については、大学生のボランティア

（後述）などからのアイデアが多い。彼らから良い

アイデアが出た場合は、すぐに採用している。夫妻

によれば、「自分たちは『自営業者』で自由度が高

いため、良いと思うことはとりあえず実行してみて、

うまくいかなければ止めれば良いと思っている」と

のことである。

これまでの宿泊者のうち、約３割から４割が外国

人であるが、これは観光資源としての「北海道（の

大自然）」の魅力がやはり大きいと考えている。また、

外国人宿泊者が在住している国の中にも、農泊施設

はあるが、その中でも日本を選ぶ理由としては、や

はり施設面や衛生面での日本に対する安心感や信頼

があるのではないかと思う、とのことであった。

また、外国人宿泊者がえづらファームを選ぶ理由

としては、（１）インターネットで「北海道、ファー

ムステイ」と検索すると、えづらファームが検索画

面のトップに出てくるように工夫していること（２）

英語版のホームページを開設していること（３）海

外の宿泊予約サイトにも情報を掲載していること－

が挙げられる。このような取り組みからコロナ禍が

落ち着いた昨年は、リベンジ旅行の影響もあり、宿

泊者の８割を外国人が占め、年間約５００人を受け

入れる予約がすぐに埋まってしまった。
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写真４　宿泊施設と風景
資料：江面夫妻提供

表４　「えづらファーム」での農業体験プログラム

・野菜収穫体験
・夏の軽トラックでのビニールプール体験
・冬のかまくら作り
・雪原ツアー
・てん菜糖を使った雪あめ作り　など

資料：陽子氏からの聞き取りに基づき農畜産業振興機構作成



（６）住み込みボランティア
農作業などを行う中で、えづらファームの所在地

などの理由から通いの従業員を継続的に雇用するこ

とが困難になったため、個室と食事３食を提供し、

長期滞在（基本的に一週間以上）しながら農作業や

レストランの手伝い、食品加工などを行ってもらう

住み込みボランティアの募集を平成25年から開始

した。

大学生を中心に応募が増加し、現在は年間（２月

から10月まで）約50人を受け入れている（受け入

れ人数は10年間で延べ600人に上る）。

応募殺到の理由は、江面夫妻が応募者に「えづら

ファームに来たい理由」「滞在中にしたいこと」な

どを事前に聞き取り、その人の能力や性格を見なが

ら、彼らの希望をかなえられるようにしていること

にある。例えば、レストラン経営に興味がある学生

には「メニュー開発」を担当してもらうなど、お金

に換えられない経験をしてもらうことが「労働の対

価」と考えている。一方、彼らの自由で斬新なアイ

デアなどが自分たちの経営にも役立っており、お互

いに「ウィン・ウィンの関係」を築いている（写真

５、６）。

「一般的に農業に対して『きつい、大変』という

イメージがあるが、実際の農作業などを通じて、農

業は取り組み方次第で収入を増やすことが可能とい

うことが実感できるため、イメージを変えることが

できる。自分たちの取り組みにより、『農業に対す

るイメージアップ』に微力ながら貢献できればと

思っている」と江面夫妻はいう。ボランティアとし

て働いたことがきっかけで農家になった人や、就農

希望で働いている人もいる。
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写真５　住み込みボランティアの様子（小麦畑にて）
資料：江面夫妻提供

写真６　てん菜畑での作業の様子
資料：江面夫妻提供



（７）企業研修
暁人氏の知人からの「新入社員研修」の相談がきっ

かけで、平成27年から企業研修の受け入れをコロ

ナ禍前まで年２回（累計実施回数14回）実施して

いる（写真７）。

研修日程などは表５の通り。

（８）�収穫レストラン「TORETATTE（トレ
タッテ）」

令和３年、敷地内にえづらファームの採れたての

野菜や、近隣農場から直接購入した自然卵、放牧牛

乳、肉製品などおいしく新鮮な食材を使用した料理

を提供する収穫レストラン「TORETATTE（トレ

タッテ）」をオープンした（写真８）。

メニューの多くは、住み込みボランティア（大学

生）が考案し、調理などについては、パート、ボラ

ンティアと陽子氏で行っている（写真９）。
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写真８　収穫レストラン「TORETATTE」外観

資料：江面夫妻提供

写真７　てん菜畑での米国企業研修の様子

表５　研修日程など

日程 3泊４日

作業 ばれいしょの選別作業など

参加企業 国内 IT 企業、米国企業

人数 15人程度

研修効果
これまで優秀だが、どちらかというと「対人関係」にあまり関心がなかっ
た社員たちに、全体作業などにより「チームワーク向上」、「離職率の低下」
といった効果がみられた

資料：陽子氏の聞き取りに基づき農畜産業振興機構作成



（９）ホームページやSNSによる発信
前述の取り組みと併せて、これらに関する情報発

信、ブログや農場紹介の動画公開、ばれいしょ畑の

オンラインツアーなど、積極的な情報発信を行って

いる。

ア　立ち上げた経緯
就農当時から積極的な情報発信は重要と考えてお

り、ホームページは平成25年、農場紹介などと併

せて民宿開始とボランティア募集も目的として開設

し、翌年には英語版も開設した。

イ　動画などの企画や運営
当農場の紹介動画はボランティアの男子学生の提

案で、ドローンを使って撮影し、学生自ら編集して

くれたものである。彼にはこの後、動画制作の仕事

の依頼があったという。農場を知らない人にも動画

で魅力を発信することができ、動画を制作した本人

にもプラスの結果となった。

なお、運営はすべて自分たちで行っている。

３　江面夫妻の考え
（１）地域社会（農村）との関わり方

新規就農に当たって重要なことの一つとして、「地

域社会（農村社会）にいかに溶け込むか」が大事で

あるが、地域社会に縛られすぎると、人間関係の逃

げ場を失う可能性がある。

江面夫妻は、当然のことながら、地域社会を尊重

しつつも、宿泊客やボランティアの人たちとの交流、

また、SNSなどを通じて、人間関係のバランスを

取っている。

夫妻によると、「地域の常識に従って生きていく

ことが、一番大切だと思っている。地域に溶けこむ

ことができないと、やはりその良さはわからない。

東京にいた時代は仕事で接する人の数は多かったも

のの、一人の人と関わる時間は短かった。この地域

で暮らすようになり、一人ひとりと接する時間を長

くとれるようになった。一方で、地域に溶け込んで

その生活に慣れてしまうと、固執した考え方に陥り

やすい部分がある」とのことである。

（２）ここまで事業展開することができた理由
農業は基本的には一年間で同じ作業の繰り返しで

あり、それを基本に行っていけば、特段の状況変化

が発生しない限り一定の収入は担保できる。

こうした中で、農業も「ビジネス」と同じで「ト

ライ＆エラー」や「スモールスタート」が重要だと

考えている。これらの手法で、自分たちで迅速に判

断して進めてきたから、ここまで展開することがで

きたのだと思う。

そして、実績を重ねていけば、自然と周りがつい

てきてくれる。民宿経営については、先ほども述べ

たが、今でこそ年間約500人を受け入れているが、

当初は部屋に空きがあったものの、地域のウィン

タースポーツ事業者からの声掛けがあったことが
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写真９　地域の食材を生かしたメニュー
資料：江面夫妻提供



きっかけで、人とのつながりにより少しずつ広がっ

ていった。自分たちの事業はすべてのことが、「身

近な人の力になりたい」ということから始まってい

る。少しずつでも実績を重ねると、自然と周りの人

たちも協力してくれるようになった。

一方で、非農業部門の運営については、気候変動

や農閑期のリスクマネジメントの観点から、複合経

営により全体の経営安定化を図っている（その年の

作柄に関わらず一定の収入が得られる）という面も

ある。逆に、コロナ禍の状況下ではボランティアの

受け入れや農家民宿の客数が減ったため、その分畑

の植え付けを増やすなどして対応した。

やはり何事に対しても「積極的に取り組む姿勢」

が重要だと思う。さらに、自分たちは「外から来た

人」なので、新しい風を吹かせたい、既存の農家の

人たちがしていないことをやっていこうという思い

もある。畑作の技術の面では既存の農家の人たちに

はかなわないところがあるので、技術面については

教えてもらいつつ、「外から来た人」である自分た

ちの強み（自由な発想や迅速な対処）を生かして事

業を展開することが良いのではないかと思う。

（３）現在の課題や今後の事業展開
自分たちは、毎年一つ「新規事業」に取り組んで

いる。今後は、（１）えづらファームでの新規就農

人材育成（農地の紹介なども含む）（２）宿泊施設

の増設（空いている土地にトレーラーハウスを設置、

写真10）（３）レトルト食品の開発－などを行って

いきたいと考えている。

現状では人手不足のため、将来的には人材を確保

したい。

（４）今後の地域農村のあり方
インターネットの普及などにより、人材の流動性

が大きくなっている中で、その影響に直面している

のが地方の農村であると思う。

農村は閉鎖的で変化を受け入れない側面がある

が、農村にいる人たちこそ今直面している人材の流

動性の変化に対応できるようにしていかなくてはな

らない。

最近は感染症や気候変動など外的な要因で農業を

取り巻く環境が大きく変わっている。生産すること

のみではなく、リスクヘッジとして農業以外の事業

にも取り組む農家が増えていけば良いのではと思う。

（５）�農業経営で成功するために一番大事な
こと

やはり農家としての基盤をきちんと作り上げるこ

とが一番大事である。基盤を作り上げるのは１日、

１年で実現できることではない。畑作業の基礎につ
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写真10　トレーラーハウス設置予定場所



いて誰よりも努力して習得し、挑戦はその後に行う。

挑戦をするためには、地域で実績が認められるよう

に努力して、理解を得ることが必要である。

おわりに
「えづらファーム」の取り組みについて見てきた

が、同ファームの取り組みは、まるで前述の「農業

白書」で示されている今後の農村の方向性などに

沿って具現化されているかのように思われる。江面

夫妻は、先見的な見方で自分たちの強みを生かし、

（１）大学生たちの自由なアイデアの実行（２）無

理のない着実な事業展開（３）積極的な情報発信「見

せる農業・発信する農業」－を行っている。またそ

の一方で、農業に対する真
しん

摯
し

な取り組みは当然のこ

ととして、地域（農村）社会を非常に尊重している。

それでは、現在の事業展開が首尾よく進むことは、

当然の帰結と言えるかもしれない。夫妻は、すでに

現地の「農村プロデューサー」の役割を果たしてい

るとも言えるのではないか。お二人の取り組みにつ

いては、深く敬服するばかりである。

現在は、農業を営みながら他の仕事にも携わる「半

農半Ｘ」といった従来の新規独立就農・専業経営に

とらわれない就農形態も出てきている。しかしなが

ら、これを受け入れつつも、やはり今後、わが国の農

業を担うべき中核的な人材の育成、まずは農業の基

盤を確保し、「農山漁村発イノベーション」を推進

する人材が必要であると考える。江面夫妻のような

人たちが、今後の農村（地域社会）の将来をけん引

していくのではないだろうか。今後のえづらファー

ムの取り組みについて、ますます目が離せない。
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